
 

 

 
1. 業務概要 

本業務は、小松市水道事業における水道施設（簡易水道含む）のアセットマネジメント（マクロマネジメント）を

実施する業務である。 

 

2. 資産の現状 

発注者より受領した固定資産台帳（令和 6 年度末時点）を基に本市における資産状況を整理した。 

表 2.1 資産の現状把握 

  

 

3. 将来見通しの把握 

3.1 更新基準年数の設定 
本検討における更新基準年数を表 3.1 に示す。 

施設の更新基準年数は、国土交通省の「実使用年数に基づく更新基準の設定例」で示されている更新基準年数を参

考に設定した。 

管路の更新基準年数は、現有管路の更新時では管路情報（管種、口径、埋設位置の土壌、保護材の有無等）を基に

算定される機能劣化予測と管路 AI 診断に基づく漏水件数予測を比較し、安全側を見込み、更新基準年数が短い更新

年度を採用した。以降の更新時では、機能劣化予測における更新基準年数を基に更新時期を設定した。また、管路の

更新は、ダクタイル鋳鉄管やポリエチレン管（耐震管）に更新するものとした。 

 

表 3.1 更新基準年数の設定（施設・管路） 

■施設 

 

■管路 ※悪い土壌の場合（一例） 

 
 

 

 

 

 

■更新基準年数の決定フロー 

 

■管路 AI 診断による更新基準見直し 

 

配水管（見直し前） 

管路番号 
口径 

（mm） 
更新基準年数 

122 150 100 年 

237 50 60 年 

367 100 100 年 

 

配水管（見直し後） 

布設年度 
口径 

（mm） 
更新基準年数 

122 150 92 年 

237 50 58 年 

367 100 84 年 
 

図 3.1 AI 診断結果を用いた更新基準年数の見直し 

3.2 更新需要の将来見通し 
更新需要の将来見通しとして、表 3.2 に示す検討ケース実施した。 

本検討では、既存の耐震化計画や財政状況等を踏まえ⑤更新需要に上限額を設定（施設 4.00 億、管路 6.00 億）

して、以降の更新需要を算定することとした。 

 

表 3.2 更新需要の見通し 検討ケース概要（赤枠：採用した検討ケース） 

検討ケース 更新需要の検討結果 

① 
法定耐用年数に基づき更新 更新需要が（46.0 億円/年 ※40 年平均）と高額になり、実績（5 か年平

均で 4.2 億）と比較して現実的ではない。 

② 
更新需要年数に基づき更新 検討ケース①と比較して長寿命となることから、更新需要が（30.2 億円/

年 ※40 年平均）減少するものの、実績と比較して現実的ではない。 

③ 
AI 診断結果に基づき更新 検討ケース①と比較して長寿命となることから、更新需要が（24.7 億円/

年 ※40 年平均）減少するものの、実績と比較して現実的ではない。 

④ 
更新需要に上限額を設定 

（施設 1.60 億、管路 2.62 億） 

実績を基に更新需要の上限を設定した。検討ケース⑤と比較し、健全度の低

下が大きく、更新遅れの資産が生じる。 

⑤ 

更新需要に上限額を設定 

（施設 4.00 億、管路 6.00 億） 

既存の耐震化計画や財政状況等を踏まえ、更新需要の上限を見直した。現状

の職員体制で対応可能な更新需要の範囲であり、検討ケース④と比較して

健全度は改善される。 

⑥ 

更新需要に上限額を設定 

（施設 4.00 億、管路 12.00 億） 

更新需要が過大となることで、財政状況への負荷が大きい。また、大幅な事

業費増加は、現状の職員数では対応が困難であり、職員の大幅な増員が必要

となる。 

 

取水施設（井戸数） 18箇所 取水施設（井戸数） 1箇所
浄水施設 2箇所 浄水施設 6箇所

ポンプ施設 15箇所 ポンプ施設 －
配水池 7箇所 配水池 6箇所

上水道 簡易水道
施設

用途 延長 R8時点管路状況
導水管 10.3km 法定耐用年数超過
送水管 15.0km 137.2km
配水管 904.2km 更新基準年数超過

計 929.5km 18.3km

管路

工種 更新基準年数 備考

土木 73年

建築 70年

電気 25年

機械 24年

その他１ 倉庫及び車庫、庁舎利用権

その他２ 金庫、受付カウンター、書庫等

その他３
量水器、車両、発電機、パソコン等
(その他１・２に該当しないもの)

法定耐用年数
に基づき設定

該当する資産を整理

なし あり 1979以前 1980以降
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4. 管路ダウンサイジングの検討 

将来水需要予測を基に、管路のダウンサイジングを検討した。ダウンサイジングの検討により、図 4.1 に示す管

路が減径可能であり、削減費用は 23.5 億円となる。 

 

図 4.1 管路のダウンサイジング 

5. 耐震化工程表に基づく将来見通し 

5.1 耐震化工程表の見直し 
既往の上下水道耐震化計画における耐震化工程表を見直し、本検討の更新需要を算定した。 

耐震化工程表の見直しにあたり、前提条件は以下のとおりとした。 

《施設・管路共通》 

■工事確定期間以降（施設：R13～、管路：R14～）の事業費上限額は更新需要の検討結果を踏まえ、施設 4.00

億円/年、管路 6.00 億円/年とする。 

■更新予定が早い施設・管路から耐震化を図るが、施設状況や優先度等を考慮し前後させる。 

■可能な限り、更新予定（＝竣工年度＋耐用年数）の前年度までに耐震化完了となるように工程表を見直す。た

だし、需要が集中した場合は一部施設の更新を先送りして対応する。 

《施設》 

■施設区分で耐震化が重複しないように、工程表を作成する。ただし、配水施設については、設計委託期間にあ

たる初年度のみ先行配水池の工事期間と重複してよい。 

《管路》 

■各路線における年度毎の事業費上限はなく、各年の事業費合計が上限額の範囲内であればよい。 

■ダウンサイジング検討結果を反映し、事業費削減を図る。 

 

結果、今後 10 年間（令和 8 年度～令和 17 年度）で耐震化を図る路線は表 5.1 のとおりとなり、川北水系送水

管や丸の内エリアの耐震化を主に実施する予定である。また、更新時期が集中する関係で先送りとなる路線もあるた

め、今後の職員増員状況等を見定めながら、5～10 年後に前倒しの必要性について再度検討していく。 

表 5.1 今後 10 年間（R8～R17）における耐震化箇所と優先理由 

 

 

また、耐震化工程表の見直し及びダウンサイジング検討を反映した結果、管路の耐震化工程表における令和 46 年

度以降の事業費に余裕が生じるため、老朽管更新（耐震化済ではあるが、老朽化している管路）に充てた。 

優先すべき路線は、導水管・送水管・配水管（配水本管を多く占めるもの）とし、川北水系導水管、上清水水系導・

送水管、こまつドーム、第一小学校を選定した（表 5.2）。 

表 5.2 老朽管更新の優先度 

  

耐用年数 更新時期
川北水系 送水管 1972 75 2047 一部工事確定箇所のため、引き続き耐震化を図る
小松市役所 拠点施設 1976 55 2031 工事確定箇所
市民病院 拠点病院 1973 75 2048 工事確定箇所
小松市民センター 避難救援拠点 1975 55 2030 一部工事確定箇所があり、更新時期も早いため
丸内中学校 機能強化避難所 1979 55 2034 更新時期が早いため
芦城中学校 機能強化避難所 1985 55 2040 工事確定箇所
今江小学校 機能強化避難所 1979 55 2034 一部工事確定箇所があり、更新時期も早いため
中海小学校 機能強化避難所 1968 40 2008 工事確定箇所　※石綿管以外は後半で耐震化
第二松寿園 強化福祉避難所 1974 55 2029 更新時期が早いため

R15～R16
R9
R10～R12，R16～R21
R9
R14～R22

優先理由

R9～R26
R9
R8～R10
R8，R14～R18

重要給水施設 区分
布設
年度

更新予定時期 耐震化工程表
における更新時期

AI診断※
耐用年数 更新時期 更新時期

川北水系導水管 導水管 1964 40 2004 2040 3,485
上清水水系導水管 導水管 1964 40 2004 2053 415
上清水系 送水管 1964 60 2024 2065 1,556
こまつドーム 避難救援拠点 1978 59 2037 - 790
第一小学校 機能強化避難所 1964 70 2034 2061 2,098
※AI診断の更新時期は、漏水件数が0.1件に達する前年度より設定

事業費
計

重要給水施設 区分
布設
年度

更新予定時期

現口径
(mm)

減径後口径
(mm)

延長
(m)

更新費用削減量
(億円)

上清水系 500 450 289 0.1
700 500 1,486 3.0
600 450 1,647 2.5
500 450 321 0.2

上清水系 500 450 2,533 1.3
900 600 222 0.7
800 600 4,082 8.2

1,000 800 710 1.4
900 700 1,505 3.0
900 600 19 0.1
800 600 1,031 2.1
700 600 622 0.6
700 450 84 0.2
500 450 188 0.1

14,739 23.5計

送水管
川北系

配水管

対象

導水管
川北系



 

 

5.2 更新需要の将来見通し 
耐震化工程表の見直し及びダウンサイジングを考慮した場合の更新需要を図 5.1 に示す。施設の更新需要として

は、工事確定施設以降は耐震化対象のほかにその他施設の更新も可能である。また、管路の更新需要としては、工事

確定管路以降は耐震化対象となる非耐震管が主となり、老朽管更新はわずかに更新が可能である。 

 

＜施設＞重要度区分 

1：工事確定施設、2：耐震化計画対象施設、 

3：その他施設 

＜管路＞重要度区分 

1：工事確定管路、2：耐震化計画対象管路（非耐震管）、 

3：急所施設・重要給水施設管路（耐震管）、4；その他管路 

  

図 5.1 耐震化工程表の見直し、ダウンサイジングを考慮した場合の更新需要（左：施設、右：管路） 

  
図 5.2 更新基準年数超過割合（左：施設、右：管路） 

 

5.3 財政収支の将来見通し 
現行の供給単価を用いた料金据置ケースと、料金改定を踏まえた財源確保ケースによる財政収支の将来見通しを図 

5.3 に示す。 

耐震化工程表に含まれる路線のうち、管路ダウンサイジングの減径対象が少なく、管路の更新需要が上限値を用い

て設定しているから、ダウンサイジングによる財政収支への影響は軽微なものとなる。 

料金据置ケースでは、シミュレーションにより、令和 25 年度に料金回収率が 100%下回ることを把握した。ま

た、補填財源残高は令和 14 年度まで増加傾向をとり、令和 19 年度までは同等の残高が維持されるが、以降は減少

傾向となる（令和 32 年度に補填財源残高が無くなる）。このため、料金据置ケースでは事業運営の継続は困難であ

り、料金改定が必要となる。 

初回の料金改定は、料金回収率 100%を下回る令和 25 年度であり、改定率 11.0%となる（以降 5 年毎に改定

率 0.9～14.2%の料金改定が必要）。令和 47 年度時点の供給単価は 237.5 円/m3 となる。 

 

  

  

  

  

  

  

図 5.3 財政収支シミュレーション（左：料金据置ケース 右：財源確保ケース
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図 5.4 耐震化工程表（施設・管路） 

耐震化期限←

事業費 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37 R38 R39 R40 R41 R42 R43 R44 R45 R46 R47 R48 R49 R50 R51

施1 完了

施2 完了

施3 完了

施4 完了

施5 完了

施6 完了

施7 完了

施8 完了

施9 完了

施10 完了

施11 完了

施12 完了

施13 完了

施14 完了

施15 完了

施16 完了

施17 完了

施18 完了

施19 完了

施20 完了

施21 完了

施22 完了

施23 完了

施24 完了

施25 完了

施26 完了

- - - - 5,695 - 0 0 0 30 250 250 180 400 400 400 310 177 171 327 320 230 320 320 270 220 220 193 87 75 120 100 70 70 0 0 0 0 5 45 0 0 0 5 0 5 50 25 50

- - - - - - 403 223 207 92 128 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - 403 223 207 122 378 250 180 400 400 400 310 177 171 327 320 230 320 320 270 220 220 193 87 75 120 100 70 70 0 0 0 0 5 45 0 0 0 5 0 5 50 25 50
■ ：更新年度

備考 2026 2027 2028 2029 2030

←工事確定期間→ ←湊配水池・花坂配水池のみ→

名称・区分 諸元
竣工
年度

耐用
年数

更新
予定

優先順位

（百万円） 順位
整理
番号 2037 2038 2039 2040 2041 20422031 2032 2033 2034 2035 2036 2051 2052 2053 20542043 2044 2045 2046 2047 2048 2067 2068 2069

耐
震
化
計
画

急
所
施
設

取水施設
（上水）

上清水1～8号 30,000 m3/日 1964

2061 2062 2063 2064 2065 20662055 2056 2057 2058 2059 20602049 2050

73 2037 560 1 6～7号は2000年竣工のため優先度を落とす

湊1～3号 8,900 m3/日 1972 73 2045 210 3 1号は1995年竣工のため優先度を落とす

川北4～6号 10,000 m3/日 1973 73 2046 140 4 優先順位に従って更新する※4号除く

湊7号 2,000 m3/日 1965 73 2038 70 2 優先順位に従って更新する

川北8～10号 9,000 m3/日 1981 73 2054 210 5 優先順位に従って更新する

取水施設
（簡水）

麦口（取水施設） 54.9 m3/日 1995 73 2068 50 4

5

5 1

優先順位に従いつつ、更新予定時期の前年度までに更新す
る
※更新予定時期の前年度を原則とし、前倒しの更新は実施
しない

中ノ峠（取水施設） 29.2 m3/日 1996 73 2069 50 5

尾小屋・西俣（取水施設） 3

下大杉（取水施設） 25.5 m3/日 1966 73 2039 5 2

102.9 m3/日 1979 73 2052

1987 73 2060 50

池城（取水施設） 64.8 m3/日 1958 73 2031

- 更新予定時期の前年度までに更新する

浄水施設
（簡水）

尾小屋・西俣（浄水施設） 102.9 m3/日 1976 73 2049 10 1 優先順位に従いつつ、更新予定時期の前年度までに更新す
る池城（浄水施設） 64.8 m3/日 1991 73 2064 5 2

浄水施設(浄水) 湊配水場 27,000 m3/日

2051 50 - 更新予定時期の前年度までに更新する

配水施設
（上水）

旭台配水池No.1 3,950 m3 1967 73

ポンプ所 金野送水ポンプ場 1,728 m3/日 1978 73

2040 700 5 No.2をH27に更新したため優先度を落とす

西軽海配水池 3,000 m3 1971 73 2044 660 4 配水量を踏まえ、優先度を高くする

湊配水池 4,082 m3 1973 73 2046 680 1 R11委託、R12～R14工事で固定

花坂配水池 10,192 m3 1980 73 2053 1,530 2 R14委託、R15～R18工事で固定

金野配水池 960 m3 1981 73 2054 170 3 断水時の影響が大きいため、更新時期を早める

10 7 配水量を踏まえ、優先度を落とす

南部配水池 2,520 m3 1970 73 2043 450

岩上圧力調整槽 49 m3 1972 73 2045

6 他施設の優先度が高いため、6番目に更新する

10 2

西俣配水池 137 m3 1979 73
配水施設
（簡水）

麦口配水池 110 m3 1995 73 2068 20 4

2052

5 12031池城配水池 8 m3 1958 73

計 -

優先順位に従いつつ、更新予定時期の前年度までに更新す
る
※更新予定時期の前年度を原則とし、前倒しの更新は実施
しない

中ノ峠配水池 62 m3 1996 73 2069 10 3

30 5

下大杉配水池 60 m3 1966 73 2039

合計 -

R8～R12の5ヵ年は確定工事のみとする

その他施設 上限額に余裕がある場合はその他施設更新に充てる

計 -

そ
の
他

確定工事

2号 4号 5号 3号 8号 1号

7号

3号 2号

5号 6号

9号10号 8号

1号

6号 7号

耐震化期限←

事業費 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37 R38 R39 R40 R41 R42 R43 R44 R45 R46 R47 R48 R49 R50 R51

配水本管

配水支管

管1 完了
管2 完了
管3 完了
管4 完了
管5 完了
管6 完了
管7 完了
管8 完了
- - 14,029 - - - 6,203 - - 0 300 500 400 430 370 250 235 250 250 242 250 250 250 250 250 260 250 103 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 179 200 200 111 129 0 100 194 0 0 0

管9 367 完了
管10 31 完了
管11 1,080 完了

管12 1,337 完了

管13 294 完了
管14 98 完了
管15 2,055 完了
管16 1,076 完了
管17 1,073 完了
管18 673 完了
管19 1,284 完了
管20 836 完了
管21 2,761 完了
管22 714 完了
管23 1,423 完了
管24 486 完了
管25 0 完了
管26 3,238 完了
管27 2,330 完了
管28 98 完了
管29 1,154 完了
管30 4,723 完了
- - 47,213 - - - 16,743 - - 180 173 57 47 200 0 350 365 350 350 358 350 350 350 350 350 340 350 497 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 421 400 400 489 471 600 331 206 118 155 0

完了

45
0

- - 14,040 - - - 7,476 - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 169 200 482 375 600
- - 75,282 - - - 30,422 - - 180 473 557 447 630 370 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 530 600

■ ：更新年度 赤字：AI診断結果による「漏水件数が0.1件に達する前年度に更新する」という考え方での更新時期であることに留意
■ ：更新年度（特異な管種を除いた場合の更新時期） 　（あくまで、老朽管更新の優先順位を決定のための材料に過ぎない）

755
2,727

524
98

2,055
1,076
5,568

990
3,803
2,655
2,761

←工事確定期間→

施工延長（m）
竣工
年度

優先順位

計 （百万円）

計
合計

2061 2,085 3 R50までに可能な限り更新を図る

2065 1,426 4 R51以降に順次更新を図る
R51以降に順次更新を図る

老
朽
管
更
新

老
朽
管

送水管 上清水系 2,653 1964 101

主要
配水本管 第一小学校 1964 97

名称・区分
耐用
年数

更新
年度 順位 備考

75 2047 5,090 1 R9～R13の確定工事に次いでR14以降実施する

花坂 586 1976 60 2036 129 19

耐
震
化
計
画

急
所
施
設

送水管

川北水系 6,887 1972

2062 2063 2064 2065 2066 20672056 2057 2058 2059 2060 20612050 2051 2052 2053 2054 2068 206920552044 2045 2046 2047 2048 20492038 2039 2040 2041 2042 20432032 2033

22 更新時期が早い順に従い、耐震化を図る

2034 2035 2036 20372026 2027 2028 2029 2030 2031

西軽海 966 2004 65 2069 148
菩提送水管に次いで耐震化を図る

菩提 3,687 1990 55 2045 690 16 更新時期が早い順に従い、耐震化を図る

導水管
（簡水）

尾小屋・西俣 283 1978 40 2018 22 -

-
簡水は事後更新が基本となるため、優先度は最下位
とする

麦口 616 1994 60 2054 47 -
赤瀬
中ノ峠・嵐 663 1995 60 2055 50 -

341 1997 60 2057 27

計

重
要
給
水
施
設

拠点 小松市役所 1976 55

芦城中学校 1985 55

小松市立高校

避難救護
施設

こまつドーム 1984 55

機能
強化

避難所

丸内中学校 1979 55

安宅中学校 1989 40

第一小学校 1979 55

2031 50 - ～R12までの工事で耐震化完了
拠点 市民病院 1973 75 2048 292 - ～R12までの工事で耐震化完了

367
720

2039 3,829 11 更新時期が早い順に従い、耐震化を図る

小松市民センター 1975 55 2030 417 3 更新時期が早い順に従い、耐震化を図る

7,862

1,600

2034 154 4 第一小学校及び今江小学校よりも先に耐震化を図る
2040 12 - ～R12までの工事で耐震化完了
2029 396 14 橋梁添架以外の更新時期に合わせて耐震化を図る

板津中学校 1994 65 2059 138 6 小松市民センターと連続する形で耐震化を図る
2034 3,686 5 更新時期が同じ丸内中学校に次いで耐震化を図る

苗代小学校 1981 55 2036 2,092 8 更新時期が早い順に従い、耐震化を図る
1992 65 2057 295 18 更新時期が早い順に従い、耐震化を図る

丸内中学校、第一小学校に次いで耐震化を図る
御幸中学校 1990 55 2045 631 17 更新時期が早い順に従い、耐震化を図る
今江小学校 1979 55 2034 805 7

更新時期が早い順に従い、耐震化を図る
南部中学校 1993 65 2058 239 20 更新時期が早い順に従い、耐震化を図る
国府小学校 1997 65 2062 115 21714

1,423
更新時期が早い順に従い、耐震化を図る

道の駅こまつ 1988 55 2043 70 15 更新時期が早い順に従い、耐震化を図る
明峰の里 1983 55 2038 58 9486

142
更新時期が早い順に従い、耐震化を図る

中海小学校 1968 40 2008 529 23 別経路での配水も可能なため優先度を最下位とする
西南体育館・小松加賀斎場 1983 55 2038 529 93,238

2,330
更新時期が早い順に従い、耐震化を図る

第二松寿園 1974 55 2029 1,628 2 更新時期が早い順に従い、耐震化を図る
松東みどり学園 1981 60 2041 18 1298

3,978
13 松東みどり学園と連続する形で耐震化を図る55 2034 760

計

導水管
川北水系導水管 6,527 1964

強化福祉避難所 小松陽光苑 1979

76

4,723

整理
番号

2 R50までに可能な限り更新を図る

こまつドーム 1978 - - 647 5

上清水水系導水管 1,377 1964 89 2053 399
2040 2,919 1 R50までに可能な限り更新を図る



 

 

  

図 5.5 耐震化予定図 
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